
（３）水道局・水道事業
①職員給与費の状況（決算）(令和６年度）

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費341,438千円を含みません。

千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注） １　職員手当には退職給付引当金を含みません。

２　職員数については、令和７年3月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任

　用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含みません。

３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

　び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） １　基本給は、給料及び扶養手当の合算額です。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

期末・勤勉手当

177,100

42.5

　　　　　　Ａ

企 業 職

平　均　年　齢

328,497

1,000,900

職員手当 Ｂ／Ａ

6,044

368,40144.3

平均月収額

9,912,322 973,128

千円　

　　　　　　区　　分

人

給　 料

令和６年度

団 体 平 均

264

17.8

職員数

計　　　Ｂ

給　　　　与　　　　費

令和６年度

区分

％

（参考）

一人当たり給与費

区分

純損益又は実

Ａ  

職員給与費

19.5

　　　　千円

質収支

総費用に占める

令和５年度の総費用に

総費用

占める職員給与費比率Ｂ　

職員給与費比率

％千円　

Ｂ／Ａ

1,928,007

1,595,489

一人当たり給与費

(参考)中核市平均

533,486

590,688

基本給

6,541417,489



③職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（令和６年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５％～１５％

（注）　(  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

　イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分

調整率

その他の加算措置 定年前早期退職者特例

（２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（退職時特別昇給を設けている理由）

自己都合 応募認定・定年

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後

　その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

　ウ　地域手当

（令和7年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

2.10

企業職

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

24.586875

1人当たり平均支給額（令和６年度）

19.6695

47.709

28.0395 33.27075

－

企業職

39.7575

22,369

支給実績（令和６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

1,535

（支給割合が、国の支給割合又は都道府県の人事委員会が勧
告した支給割合のいずれか大きい方の支給割合を上回ってい
る場合、その理由）

支給割合

47.709

2.5

（1.4） （1.0）

支給対象地域

（国を上回る加算措置となっている場合、その理由）

47.709

国の制度（支給割合）

/10083.7

（国を上回る割合としている場合、その理由）

支給割合が国の制度による
支給割合を上回る場合、そ
の理由

※支給実績無し

支給対象職員数



　エ　寒冷地手当

（令和7年4月1日現在）

千円

千円

％

％

％

　オ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

滞納金徴収手当 千 円

有毒薬品等取扱手当 水質検査従事職員 千 円

現場作業手当 現場作業従事職員 千 円

交替制勤務手当 交替制勤務従事職員 千 円

緊急業務従事手当 千 円

千 円

　カ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

1日につき1,060円以内-

災害対策本部設置時の
応急作業や避難所班員
等の業務に従事した職
員

災害応急作業等に従事した
職員

勤務時間外に突発事故の
発生により招集を受けた緊
急工事業務従事職員

支給実績（令和６年度決算）

支給実績（令和５年度決算）

支給実績（令和6年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令５年度決算）

災害応急作業等手当

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

滞納金の督促や給水停
止処分、滞納処分等の
徴収業務に従事した場
合

6

67.0職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度）

20,558

左記職員に対する支給単価

日額350円

主な支給対象業務 支給実績
（６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員

外勤による滞納金の徴収業
務従事職員

1

542

1,711

千円3,639

　円

　％

支給額（月額）世帯主等の区分

1,000

231

午前8時30分から
午後5時15分前まで
　１回　680円
　〃　　730円・常時拘束
　〃　　830円・宿舎拘束

午後5時15分から
翌日の午前8時30分前まで
　１回　1,040円
　〃　　1,140円・常時拘束
　〃　　1,350円・宿舎拘束

日額150円（上水水質検査）

385

交通頻繁な車道上や酸
素欠乏の危険のある場
所等での維持管理・修
復等の作業に従事した
場合

日額350円
日額400円(汚水関連業務)

夜勤１回　１,190円(浄水場勤
務職員)

水質検査において、人
体に特に危険性を有す
る薬品等を使用した場合

353

交替制により、夜間に浄
水場の運転・操作等の
業務に従事した場合

55,556

勤務時間外の突発事故
に対応するため、招集に
応じ緊急作業に従事し
た場合

71,364

支給実績（令和６年度決算） ※支給実績無し

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

支給対象地域

国と異なる制度がある場合
はその内容と、国の制度を
上回る場合はその理由



　キ　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

月額16,000円を超える

家賃を支払っている職員

未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 円

以上 未満 円

以上 未満 円
円
円
円
円
円

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ 円

31,600

交通用具利用者

30km 16,400

13,500

60km

8,000

6,000

30km 35km 19,100 ※2Km未満は通勤困難者のみ支給

3,500
9,000

4,000

部長相当職参事

9,000
部長

管理職員特別勤務手当

部長相当職参事

場長・主幹 2,500

12,000

26,200

20km 11,400

55km

85,000

週休日等

6,000

週休日等以外の午前0
時から午前5時までの1
時間以上の勤務

１～６時間の勤務 ６時間を超える勤務

7,500

45km 50km5km

60km

300
300 以上

未満

500

支給実績
との異同

正規の勤務時間(午後10時から
午前5時までの間)に勤務した時
間から休憩時間の1時間を差し
引いた6時間に対して、時間単
価の25%を支給する。

4,500

900

7,000

45km

28,000

5,000

50km

2km

19,750

95,000
部長

最高支給限度額

35km

8,900

同じ

と異なる

21,616

65,000

40km

場長・主幹
課長・室長

239,689

管理職手当

同じ

下表のとおり

下表のとおり

区　分

交通機関利用者

一般行政職
手　当　名

扶養手当 33,078 千円

課長・室長

住居手当 下表のとおり

夜間勤務手当

下表のとおり

同じ

通勤手当

同じ

内容

下表のとおり

内容及び支給単価
支給職員１人当たり

 住居手当

管理職員特別勤務手当

扶養親族である子

休日勤務手当
勤務1時間当たりの給与額に100
分の135を乗じて得た額

3,931

同じ

借　  家

扶養親族のうち特定期間にある子(1人につき･加算額)

734,482

450 千円

21,300

同じ

扶養手当

7級以下

8級扶養親族である配偶者、父母等

9級 0円

同じ

2km 40km

千円

3,300

3,500円

21,600

内　容     

3,300

10km

10km 15km

管理職手当

局長相当職参事

通勤手当

25km

24,000
16,000

3,000

52,000

未満 40,000

29,80015km

75,000

1,100

未満

46,000

以上
未満

18,4411,734

6,500円

20km 25km 14,100

55,000

未満

千円

24,400

8,324

115,598

5,000円

千円 81,949

10,000円

 1か月あたり55,000円

千円

千円 292,096

一般行政職
（令和６年度決算） 平均支給年額

（令和６年度決算）

単身赴任手当
700

未満

900 以上

8,000

未満以上

以上

未満

借　　間
100円～28,000円

1,100 以上 1,300

55km

5km

支給額（月額）

＝30,000円（基礎額）+加算額
※支給実績なし

距離区分 加算額

1,300 以上 1,500
1,500

100

700

局長相当職参事

10,500

32,000
500 以上

70,000

58,000
2,000 2,500

2,000
未満 64,000

2,500

以上

以上



（４）水道局・公共下水道事業
①職員給与費の状況（決算）(令和６年度）

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費399,160千円を含みません。

千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注） １　職員手当には退職給付引当金を含みません。

２　職員数については、令和7年3月31日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任

　用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含みません。

３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

　び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） １　基本給は、給料及び扶養手当の合算額です。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

％　

総費用に占める

6,075

一人当たり給与費

占める職員給与費比率Ｂ／Ａ

千円　

一人当たり給与費Ｂ／Ａ給　 料

(参考)中核市平均

計　　　Ｂ

326,843企 業 職

職員手当

平均月収額

42.7

期末・勤勉手当

274,876 1,026,684

44.6

令和５年度の総費用に

523,940

374,475 574,862

職員給与費比率

職員給与費 （参考）

給　　　　与　　　　費

純損益又は実

質収支

9.5 9.79,480,412 98,658 902,349

Ｂ　

％　

Ａ  

千円　

職員数

令和６年度

区分

区分

169

千円　

令和６年度

総費用

人

　　　　　　Ａ

団 体 平 均

99,626

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

652,182 6,541



③職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（令和６年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５％～１５％

（注）　(  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

　イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分

調整率

その他の加算措置 定年前早期退職者特例

（２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（退職時特別昇給を設けている理由）

自己都合 応募認定・定年

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後

　その者の非違によることなく退職した場合を含みます。

　ウ　地域手当

（令和7年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

2.10

企業職

1人当たり平均支給額（令和６年度）

（国を上回る割合としている場合、その理由）

－

1,526

企業職

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

19.6695 24.586875

2.5

（1.4） （1.0）

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

支給実績（令和６年度決算） ※支給実績無し

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

（支給割合が、国の支給割合又は都道府県の人事委員会が勧
告した支給割合のいずれか大きい方の支給割合を上回ってい
る場合、その理由）

（国を上回る加算措置となっている場合、その理由）

83.7 /100

20,065

支給割合が国の制度による
支給割合を上回る場合、そ
の理由



　エ　寒冷地手当

（令和7年4月1日現在）

千円

千円

％

％

％

　オ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

千 円

有毒薬品等取扱手当 水質検査従事職員 千 円

現場作業手当 現場作業従事職員 千 円

交替制勤務手当 交替制勤務従事職員 千 円

緊急業務従事手当 千 円

千 円

　カ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

災害応急作業等手当
災害応急作業等に従事した
職員

災害対策本部設置時の
応急作業や避難所班員
等の業務に従事した職
員

0 1日につき1,060円以内

1,118

1

（５年度決算）

水質検査において、人
体に特に危険性を有す
る薬品等を使用した場合

勤務時間外の突発事故
に対応するため、招集に
応じ緊急作業に従事し
た場合

54
勤務時間外に突発事故の
発生により招集を受けた緊
急工事業務従事職員

千円

1 日額200円

交通頻繁な車道上や酸
素欠乏の危険のある場
所等での維持管理・修
復等の作業に従事した
場合

交替制により、夜間に浄
水場の運転・操作等の
業務に従事した場合

支給実績（令和６年度決算）

夜勤１回　1,540円(処理場勤
務職員)

午前8時30分から
午後5時15分前まで
　１回　680円
　〃　　730円・常時拘束
　〃　　830円・宿舎拘束

午後5時15分から
翌日の午前8時30分前まで
　１回　1,040円
　〃　　1,140円・常時拘束
　〃　　1,350円・宿舎拘束

日額350円
外勤による滞納金の徴収業
務従事職員

滞納金の督促や給水停
止処分、滞納処分等の
徴収業務に従事した場
合

日額350円
日額400円(汚水関連業務)

主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 44,831

3,855

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度）

手当の種類（手当数）

50.9

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 242

支給実績（令和６年度決算） 33,342

手当の名称 主な支給対象職員

滞納金徴収手当

2,681

支給実績（令和５年度決算） 30,210

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 176

　円

6

　％

国と異なる制度がある場合
はその内容と、国の制度を
上回る場合はその理由

支給対象地域 世帯主等の区分 支給額（月額）

支給実績（令和６年度決算） ※支給実績無し

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）



　キ　その他の手当（令和7年4月1日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

月額16,000円を超える

家賃を支払っている職員

未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 未満 円

以上 未満 円 以上 円

以上 未満 円

以上 未満 円
円
円
円
円
円

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ ｋｍ 円
ｋｍ 円

31,600

交通機関利用者

5km

 1か月あたり55,000円

16,400

32,000

100 300

30km

8級

24,000

加算額

同じ

単身赴任手当

支給額（月額）

＝30,000円（基礎額）+加算額
※支給実績なし

500
以上

距離区分

700
900 未満

2,000
2,500

未満 8,000
未満

未満

未満
900

16,000

未満

700

以上

以上
46,000
52,0001,500

40,000
未満

1,100

未満

70,000

未満

64,000

1,300

2,500

1,300 以上

以上

1,100

58,000

6,000

8,000

85,000

7級以下

35km 19,100

2,000 以上
1,500 以上

以上

300
500

以上

以上

部長相当職参事

区　分 内　容     

扶養手当

6,500円

場長・主幹

管理職手当

局長相当職参事
※2Km未満は通勤困難者のみ支給

管理職員特別勤務手当

週休日等

課長・室長

局長相当職参事

部長相当職参事

1,854

9,000

4,500

場長・主幹 5,000 7,500
3,000
2,500

3,500
4,000部長

週休日等以外の午前0
時から午前5時までの1
時間以上の勤務

１～６時間の勤務 ６時間を超える勤務
9,000 13,500

12,000
7,000 10,500

75,000

84,258

部長
95,000

夜間勤務手当

正規の勤務時間(午後10時から
午前5時までの間)に勤務した時
間から休憩時間の1時間を差し
引いた6時間に対して、時間単
価の25%を支給する。

支給職員１人当たり

通勤手当
交通用具利用者

60km

手　当　名

25km 30km

内容及び支給単価 との異同 と異なる （令和６年度決算） 平均支給年額
一般行政職

（令和６年度決算）

扶養手当 下表のとおり 同じ 22,961 千円 231,923

千円 17,843

管理職手当 下表のとおり 同じ

625

6,147千円

13,651 千円 290,432

12,419 千円 82,788下表のとおり

10,200

休日勤務手当

通勤手当

勤務1時間当たりの給与額に100
分の135を乗じて得た額

同じ

同じ

管理職員特別勤務手当

住居手当 下表のとおり 同じ

内容

一般行政職

 住居手当

3,500円

10,000円

扶養親族のうち特定期間にある子(1人につき･加算額)

扶養親族である子

借　  家
100円～28,000円

借　　間

35km 40km

最高支給限度額

2km 5km 3,300 40km 45km

10km 15km 8,900

10km 6,000

2km 3,300

20km 25km 14,100

15km 20km 11,400 60km

55km 28,000

50km

5,000円

21,600

24,400

55km

26,200

50km

45km

千円 728,571

支給実績

課長・室長 65,000

下表のとおり

29,800

千円

105

55,000

同じ

9級

扶養親族である配偶者、父母等

0円


